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ま ぇ が さ

今日、宇宙開発は、通信、放送、気象観測、地球観測、航行援助、科

学観測等の広範を分野において人工衛星の開発、利用が進めもれており、

日常生活の中で不可欠な役割を果たすまでに至っている。また、近年で

は、宇宙環境利用への期待が高まり、我が国を含め、世界的に活発な取

組が行われている。

’我が国においては、これまでに3 8個の人工衛星の打ち上げに成功す

るとともに、 Mロケット及びH系ロケットの開発を順調に進めており、

科学研究及び実利用の両分野にほぼ所期の成果をあげている。昨年8月

には、国産の液体酸素・液体水素エンジン等を搭載したH-Iロケット

による静止衛星の打ち上げに初めて成功し、また、本年芝月には同ロケッ

トによる通信衛星3号-嶺「さくら3号-a」の打ち上げに成功したところ

である。さらに、国際協力プロジェクトである宇宙ステーション計画に

関する活動も進展をみせている。このように、我が国も科学研究及び実

利用の両分野にわたって多様な計画を推進するとともに、これもを通じ

て世界の宇宙開発に貢献することが可能な段階に達したということがで

きる。

一方、諸外国においでは、米国に勘する新宇宙政策の発表、欧州宇宙

機関に執する長期計画の策定等国際的に宇宙開発への意欲的な取組が図

られている。

本「宇宙開発計画」は、以上のような内外の情勢、国内の研究及び開

発の進捗状況、宇宙の利用に関する長期的見通し等を踏まえ、また、社

会的必要性及び国力との調和、自主性の礎保、国際的活動との調和を基

本方針とした宇宙開発政策大綱の趣富に沿って、具体的な開発プログラ

ム等を定めたものである。

これちの開発プログラム等の推進に当たっては、これまでの開発経験

から得られた数々の賞重な教訓をいかすとともに、産学官の関係機関の

有機的連携を十分に図りつつこれを行っていくものとする。

なお、 「宇宙開発計画」(昭和6芝年3月2 5日決定)と異なる主要点は、

次のとおりである。

1. 第15号科学衛星(ASTRO-D)にっいて、 M-3SⅡロケッ

トにより、昭和67年度に打ち上げることを目標に開発を行うこと。

芝. 海洋観測衛星1号-b(MOS-1b)について、 H-Iロケットに

よ.り、昭和64年度に打ち上げることを目標に開発を行うこと。

3. 静止気象衛星5号(GMS-5)にっいて了H-Ⅱロケットにより、

昭和68年度に打ち上げをことを目標に開発を行うこと。

互. 地球観測プラットフォーム技術衛星(ÅDEOS)について、所要

の開発研究を行うこと。

5. 地球資源衛星1号(ERS-1)について、その打ち上げ目標年度

を昭和65年度から昭和66年度に変更すること。

6. 宇宙ステーション計画について、我が国の宇宙ステーション取付

型実験モジュール(J EM)の打ち上げ目標年度を昭和6 9年度から

昭和了0年度に変更すること。
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I 科学の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

① 第9号科学衛星(EXOS-C)

光学的に成層圏、中層圏の大気研究を行うとともに、第3号

科学衛星「たいよう」により発見された南大西洋地磁気異常帯

上空での電離層プラズマの特異現象を解明することを目的とし

て、昭和59年2月に打ち上げた第9号科学衛星(EXOS-

C) 「おおぞら」を運用する。

慮 試験惑星探査機(MS-T5)

M-3SⅡロケット1号磯の性能を確認するとともに、惑星

間軌道達成とこれに開通した姿勢制御、超遠距離通信等の技術

を習得することを目的として、昭和60年1月に打ち上げた試

験惑星探査機(MS-T●5) 「さきがけ」を運用する。

⑧ 第10号科学衛星(PLÅN巳T-A)

地球軌道より内側の惑星間プラズマの研究及びハレー彗星の

紫外領域における観測研究を行うことを目的として、昭和60

年8月に打ち上げた第1 0号科学衛星(PLANET細A)「す

いせい」を運用する。

④ 第11号科学衛星(ASTRO漢C)

活動銀河の中心核のⅩ線源の観測及び多様なⅩ線天体の精密

な観測を行うことを目的として、昭和62年2月に打ち上げた

第1 1号科学衛星(ÅSTR○○C) 「ぎんが」を運用する。

(2)人工衛星の開発

① 第12号科学衛星(EXOS-D)

第1 2号科学衛星(EXOS-D)は、地球磁気圏におけるオ

ーロラ粒子の加速機構及びオーロラ発光現象等の精密観測を行

うことを目的とした衛星で、 M-3SⅡロケットにより、昭和

6 3年度に近地点高度的互00k問、遠地点高度的1 0,000k鵬

の長楕円準極軌道に打ち上げる。

② 第13号科学衛星(MUS巳S-A)

第1 3号科学衛星(MUSES-A)は、惑星探査に必要とな

る軌道の精密標定・制御・高効率データ伝送技術等の研究を行

うとともに、その一環としての月スイング・バイ技術の試験を

行うことを目的とした衛星で、 M-3SⅡロケットにより、昭

和64年度に打ち上げることを目標に引き続き開発を進める。1

③ 第14号科学衛星(SOLAR-A)

第1 4号科学衛星(SOしÅR-A)は、次期太陽活動極大期

に太陽フレアの高精度画像観測を、日米協力により行うことを

目的とした衛星で、 M-3SⅡロケットにより、昭和66年度

に高度的5呂0へ600k軸の略円軌道に打ち上げることを目標

に引き続き開発を進める。

④ 第15号科学衛星

第15号科学衛星(ÅSTR〇二D)は、宇宙の最深部を対

象とし、多様な天体のⅩ線像とⅩ線スペクトルの精密観測を行

うことを目的とした衛星で、 M-3SⅡロケットにより、昭和

67年度に高度約呂00へ600k鵬の略円軌道に打ち上げるこ

とを目標に開発を行う。
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⑤ 磁気圏観測衛星(GEOTAIL)

磁気圏観測衛星(GEOTÅIL)は、日米協力として我が国

が衛星の開発を担当し、米国がスぺ置スシャトルを用いた打ち

上げ等を担当して、地球の夜側に存在する長大な磁気圏尾部の

構造とダイナミックスに関する観測研究を行うことを目的とし

た衛星で、昭和67年度に打ち上げることを目標に引き続き開

発を進めろ。

⑥ 粒子加速装置を用いた宇宙科学実験(SEPÅC)

粒子加速装置を用いた宇宙科学実験(SEPAC)は、プラズ

マ及び電子ビームを放射することにより、オーロラの発光機構、

プラズマ中の荷電粒子の運動及び電磁波動の励起等を解脱する

ことを目的とするもので、昭和65年度に打ち上げが予定され

ているスぺ-スシャトルを利用して再実験を行うことを目標に

その準備を進める。

2.研 究

天文釆科学観測シI′ -ズにっいては、物理学の基本法則や宇宙の

生成、進化に関する諸天体現象の研究を行うため、各種宇宙放射線

の観測に必要な技術等の研究を行う。

地球間辺科学観測シリーズにっいては、太陽・地球間の諸物理現

象を解明し、地球環境の推移に関する研究を行うため、高層大気、

電離層、磁気圏プラズマ等の構造の観測やそれらに関する実験に必

要な技術等の研究を行う。

月・惑星探査シリーズにっいては、惑星間空間の諾物理現象や月

・惑星及びそれちの大気などの生成、進化過程の研究を行うため、

各種の観測技術、機器等の研究を行う。

星団国

Ⅱ 観測の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1勺)人工衛星の運用

① 静止気象衛星3号(GMS-3)及び静止気象衛星(GMS)

我が国の気象業務の改善及び気象衛星に関する技術の開発を

目的として、昭和き9年8月に打ち上げた静止気象衛星3号

(GMS-3) 「ひまわり3号」を運用する。

また、静止気象衛星(GMS)にっいてはその管理を行い、必

要に応じて試験等を行う。

② 測地実験衛星(EGS)

H-Iロケット(2段武)試験機の性能を確認するとともに、

測地及び測地実験を行うことを目的として、昭和61年8月に

打ち上げた測地実験衛星(EGS)「あじさい」にっいて、その軌

道を把握し、利用を行う。

⑧ 海洋観測衛星1号(MOS-1)

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観測を行うとと

もに、地球観測のための人工衛星に共通な技術の確立を図るこ

とを目的として、昭和6芝年芝月に打ち上げた海洋観測衛星1

号(MOS-1)「もも1号」を運用する。

(2)人工衛星の開発

① 静止気象衛星4号(GMS-4)

静止気象衛星4号(GMS-4)は、我が国の気象業務の改善

及び気象衛星に関する技術の開発を進めることを目的とした衛

星で、 H-Iロケットにより、昭和64年度に静止軌道上東経

1 40度付近に打ち上げることを目標に引き続き開発を進める。

∃開国
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② 海洋観測衛星1号-も(MOS-=〕)

海洋観測衛星1号-b(MOS-1b)憶、海洋面の色及び温度

を中心とした海洋現象の観測を継続して行うとともに、地球観

測のための人工衛星に共通な技術の確立を図ることを目的とし

た衛星で、 H-工ロケット(2段式)によ町昭和64年度に高度

的900kmの太陽同期軌道に打ち上げることを目標に開発を行

う。

⑧ 地球資源衛星1号(ERS-1)

地球資源衛星1号(ERS-1)は、能動型観測技術の確立を

図るとともに、資源探査を主目的に、国土調査,、農林漁業、環

境保全、防災、沿岸域監視等の観測を行うことを目的とした衛

星で、 H-工ロケット(2段式)により、昭和66年度に高度的

57 0k軸の太陽同期軌道に打ち上げることを目標に引き続き開

発を進める。

④ 静止気象衛星5号(GMS-5)

静止気象衛星き号(GMS-5)は、衛星による気象観測を継

続し、我が国の気象業務の改善を行うとともに・、気象衛星に関

する技術の向上を図ることを目的とした衛星で、 H-Ⅱロケッ

トにより、昭和68年度に静止軌道上に打ち上げることを目標

に開発を行う。

2.開発研究

地球観測プラットフォーム技術衛星(ADEOS)

地球観測技術の維持、発展を図るとともに、将来のプラットフォ

ーム型衛星の開発に必要ときれる技術及び地球観測データ等の中継

_ 「___-5-__-___ _ 」

)

に必要ときれる技術の開発を行い、あわせて、地球観測の分野にお

ける国際協力の推進を図ることを目的とする地球観測プラットフォ

ーム技術衛星(ÅDEOS)の開発研究を行う。

3こ 研 究

海域及び陸域観測衛星シリーズにっいては、海洋観測等のための

各種センサによる観測技術及び膚報処理技術の研究、資源探査のた

めの情報解析技術及び将来型センサに関する研究等各種利屈分野へ

の応用のための研究を行う。

電磁圏及び固体地球観測衛星シリーズについては、電離層観測衛

星技術を一層発展させ、より高度な電磁環境の観測技術の研究を行

うとともに、測地、地殻変動等の分野にっいて、より高精度の測定

技術の研究を行う。

気象衛星シI′細ズについては、衛星気象観測技術の国産化及び解

析技術等の研究を行う。

また、気象観測に、海象観測、測地・潮位、船舶、航空機等の通

信等異なる日的、機能を複合化した経済的な衛星システムについて

研究を行うとともに、宇宙からの降雨観測のための衛星搭載用二風

波レーダ技術の研究を行う。

ー∵6-



Ⅲ 通信の分野の開発計画

-1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

① 通信衛星芝号(CS-芝a及びCS鵜2b)

通信衛星に関する技術の開発を進めるとともに、利用機関に

封する通信需要に応じることを目的として、昭和58年2月に

打ち上げた通信衛星2号-嵐(CS-芝a) 「さくら2号-宵」及

●∴∴び昭和58年8月に打ち上げた通信衛星2号-b (CS-2b)

「さくら2号-b」を運用する。

⑨ 通信衛星3号-a(CS輸3a)

通信衛星芝号(CS-2)による通信サービスを引き継ぎ、ま

た、増大かっ多様化する通信需要に対処するとともに、通信衛

星に関する技術の開発を進めることを目的として、昭和63年

2月に打ち上げた通信衛星3号-a(CS-3観)「さくら3号-観」

を運用する。

⑧ 放送衛星2号(BS-2a及び BS-芝b)

放送衛星に関する技術の開発を進めるとともに、テレビジョ

● ン放送の難視聴解消等を図ることを目的として、昭和㌢9年1

月に打ち上げた放送衛星芝号-a (BS-2a) 「ゆり2号-a」

及即輔ロ6 1年芝月に打ち上げた放送衛星2号-も(BS-芝b)

「ゆり芝号-b」を運用する。

i (2)人工衛星の開発

① 通信衛星3号-b(CS-3b)

通信衛星3号-b(CS-3b)は、、通信衛星2号(CS-2)に

よる通信サービスを引き継ぎ、また、増大かつ多様化する通信

-7-

需要に対処するとともに、通信衛星に関する技術の開発を進め

ることを目的とした衛星で、 H-Iロケットにより、昭和63

年度に静止軌道上乗艦1 3 6度付近に打ち上げる。

② 放送衛星3号(BS-3嵐及び BS-銅)

放送衛星3号(BS-3a及び BS-3b)iは、放送衛星2号

(BS-2)による放送サービスを引き継ぎ、また、増大かっ多

様化する放送需要に対処するとともに、放送衛星に関する技術

の開発を進めることを目的とした衛星で、 H-Iロケットによ

り、放送衛星3号-a (BS-3a)を昭和65年度に、放送衛

星3号輸=BS-3b)を昭和66年度にそれぞれ静止軌道上

東経1 10度付近に打ち上げることを目標に引き続き開発を進

める。

2.研 究

移動体通信ヽ航行衛星シリーズについては、船舶、航空機等の移

動体との通信及び航行援助・管制のための技術、衛星間通信技術並

びに衛星を利属した捜索救難のための技術の研究を行うとともに、

データ中継・追跡衛星システムに関する研究を行う。

固定通信衛星シリーズについては、実用を目的とする衛星を考慮

して、通信衛星技術の国産化及び性能向上のための研究を行う。

放送衛星シリーズについては、実用を目的とする衛星を考慮して、

放送衛星技術の国産化及び性能向上のための研究を行う。

また、衛星間通信、固定通信等の異なる目的、機能を複合的に有

する経済的な衛星システムについて研究を行うとともに、高度を衛

星放送及び高機能な移動体通信のための放送及び通信の複合型衛星

の研究を行う。
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Ⅳ 宇宙実験の分野の開発計画

1.開発プログラム

開 発

① 第一次材料実験(FMPT)

スぺ細スシャトルに我が国の科学技術者が搭乗し、宇宙空間の

特性を利用した材料実験等を行うことを目的とする第一次材料実

験(FMPT)を昭和66年度に実施することを目標に、実験シス

テムの開発、搭乗科学技術者の訓練等を引き蔵書進める。

② 第一次国際微小重力実験室(IMし-1相国

宇宙ステーションに封する実験に必要な宇宙環境利用技術の蓄

積を図るため、第一次材料実験(FMPT)に先立ち、昭和65年

度に実施される米国の第一次国際微小重力実験室(I規し-1 )計

画に勃虹で材料実験等を実施することを目的として搭載実験装

置等の開発を行う。

芝.研 究

材料葵験シリーズ及びラ「イブサイェンス実験シートズにっいて、

宇宙実験に関する技術の研究、地上における基礎実験を行うととも・

に、人工知能応用技術等の研究を行う。
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宇宙ステーション等新たな宇宙活動基盤の分野の開発計画

1.開発プログラム

開 発

① 宇宙ステーション計画

低軌道の地球間固軌道上に恒久的有人宇宙ステーションを国際

協力によって建設する宇宙ステーション計画にっいて、昭和70

年度にスぺ場スシャトルにより打ち上げることを目標に、産学官

の有機的連携を図りっつ、材料実験、ライフサイエンス実験、科

学・地球観測、通信実験等を行う宇宙ステーション取付型実験モ

ジェール白EM)の開発等を行うとともに、推進体制の総合的な

強化を図る。

② 宇宙実験・観測フリーフライヤ(SFU)

宇宙実験・観測フリーフライヤ(SFU厘、理工学実験、天文

観測等合理科学研究の実施、各種発揮産業技術開発等の実施のた

めの宇宙実験機会の確保並びに宇宙ステーション取付型実験モジュ

ール( J巴M)の曝露郡及び搭載共通実験装置の信頼性の向上を目

的とした再使用可能なもので、 H-Ⅲロケットにより、昭和6了

年度に打ち上げることを目標に引き続き開発を進める。

2.研 究

宇宙ステーションにっいて、これに係る襲寮技術、有人サポート

技術、宇宙環境予報システム、極軌道プラットフォームの搭載観測

機器等、共軌道プラットフォームのシステム及び要素技術、集光型

太陽熱発電技術、宇宙用ロボット技術等の研究を行うとともに、小

型ロケット等の宇宙実験手段の充実に関する調査研究を行う。また、
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静止プラットフォームの通信に関する技術等の分野において宇宙ス

テーションの利用に関する研究を行う。

二重劃ニ

●

●

Ⅵ 人工衛星系共通技術の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

技術試験衛塞Ⅴ型(巴TS-V)

H輸Iロケット(3段式)試験機の性能を確認するとともに、静

止三軸衛星バスの基盤技術を確立し、次期実用衛星間発に必要な

自主技術の蓄積を図り、あわせて、航空機の太平洋域の洋上管制、

船舶の通信・航行援助・捜索救難等のための移動体通信実験を行

うことを目的として、昭和62年8月に打ち上げた技術試験衛星

Ⅴ型(ETS-Ⅴ)「きく5号」を運用する。

(2)人工衛星の開発

技術試験衛星Ⅵ型(ETS-Ⅵ)

技術試験衛星Ⅵ型(ETS-Ⅵ)は、 H-Ⅱロケット試験機の性

能を確認するとともに、 1轡90年代における実用衛星の開発に

必要な大型静止三軸衛星バス技術の確立を図り、あわせて、衛星

による固定通信及び移動体通信並即こ衛星間通信に関する高度の

衛星通信のための技術開発及びその実験を行うことを目的とした

衛星で、昭和67年度に静止軌道に打ち上げることを目標に引き

続き開発を進める。

芝.研 究

衛星基礎技術については、衛星の長寿命化、大電力化、機能の高

度化等に備えで電子部品等の信頼性向上、太陽電池の高性能化等

の研究を行うとともに、宇宙用電源システム、高精度姿勢制御シス
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●

●

テム、キセノンイオンエンジン、能動武勲制御システム、アンテナ

システム、宇宙用軸受、将来型人工衛星等に関する研究を行う。

また、衛星システムの標準化、部品材料の標準化、国産化を進め

る。

-13-

Ⅶ 輸送系共通技術の分野の開発計画

1.開発プログラム

ロケットの開発

① Mロケット

Mロケットは、全段に固体燃料を用いるロケットとし、科学衛

星の打ち上げに利用するものとして開発を行ってきたものであり、

今後とも信頼性が十分に得られる段階まで、宇宙科学研究所にお

いて引き続き開発を進めるもみとする。

すなわち、 M-3Sロケットの第2段及び第3段モータの改良、

第1段補助ロケットの変更等を行ったM-3SⅡロケットについ

て、昭和63年度に第1芝号科学衛星(富XOS-D)を、昭和

64年度に第13号科学衛星(MUS巴S-Å)を、昭和66年度

に第1 4号科学衛星(SOしAR-Å)を、昭和67年度に第1烏

号科学衛星(ASTRO-D)を打ち上げることを目標に引き続き

開発を進める。

② H-Iロケット

H-Iロケットは、重量約550kgの静止衛星を打ち上げる能

・力を有する3段式ロケットとし、第1段にN-Ⅱロケットの第1

段液体ロケットを使用するとともに、第2段に液体酸素・液体水

素を推進薬とするエンジンを、第3段に大型固体モータを、また、

誘導方式として慣性誘導を採用することとして開発を行ってきた

ものである。

このロケットにより、

昭和6↑3年度に通信衛星3号-b(CS-銅)を打ち上げるこ

とを目標に、 H-事ロケット(3段式)2母機、

ー14-
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昭和6 4年度に静止気象衛星4号(GMS-4)を打ち上げる

ことを目標に.、 H-Iロケット(3段式)4号機、

昭和6 5年度に放送衛星3号-鞠(BS-3a)を打ち上げるこ

とを目標に、 H」Iロケット(3段式)3号機、

昭和6 6年度に放送衛星3号-b(BS-3b)を打ち上げるこ

とを目標に、 H-Iロケット(3段式)6号磯、

昭和66年度に地球資源衛星1号(ERS-1)を打ち上げる

ことを目標に、 H-Iロケット(2段式)寓号機

の開発を引き続き進める。

また、昭和64年度の海洋観測衛星1号-b(MO轡-1b)の打

ち上げには、予備用H-Iロケット(2段式)試験機を活用するこ

ととし、所要の改修を行う。

⑧ H-Ⅱロケット

H一Ⅱロケットは、 1990年代における大型人工衛星打ち上

げ需要に対処するため、 2トン程度の静止衛星打ち上げ能力を有

する2段式ロケットとし、 H-Iロケットの液体酸素・液体水素

エンジンの開発成果を踏まえて第1段及び第2段に液体酸素・液

体水素エンジンを傭用するとともに固体補助ロケット2基を採用

することとして、引き続き開発を進める。

この一環として、昭和6 6年度に第1段及び第2段の液体酸素

・液体水素エンジン、固体補助ロケット、慣性誘導制御システム

等の飛行性能の確認等を目的とするH-Ⅱロケット試験機1号機

を性能確認用ペイロード(VEP)を搭載して打ち上げ、また、

昭和6 7年度に技術試験衛星Ⅶ型(巴TS.鵜Ⅵ)を打ち上げる

ことを目標に、 H一Ⅱロケット試験機2号機

雪間囲王

の開発を行う。

2.研 究

ロケット応用技術について、衛星の複数打ち上げ、軌道変換技術、

ランデブ・ドッキング技術、回収技術等の研究を行うとともに、軌

道間輸送機、宇宙往還機の’研究を行う。

また、液体酸素・液体水素エンジンに関する研究、ロケットの誘

導制御の高度化の研究、ロケットエンジンの高空性能に関する研究、

ロケットの構造及びロケット用部品材料に関す-る研究等を行う。
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Ⅷ 施設の整備

1.人工衛星及びロケットの開発に必要な施設

(1)大型人工衛星の開発に必要な熱真空試験、振動試験、音響試験

等のための大型試験設備等を整備するとともに、衛星に搭載する

観測用機器及び衛星の機能に関する各種試験設備等を整備する。

(2) H-Ⅱロケットの開発の,ために必要な試験設備及びMロケット

の信頼性の向上に必要な試験設備を整備する。

(3)宇宙開発事業団において開発に必要な試験施設設備の整備を行

うに当たっては、大型の装置、各種の機器に共通して使用しうち

大型の施設等を集中的に配置し、管理、,データ処理等を効果的に

行っていくものとし、関係研究開発機関の共用に供しうるよう配

慮する。

(4)人工衛星を届いた地球観測システムの研究開発に資するため、

国内においてリモートセンシング情事艮受信処理設備を整備する。

2.人工衛星及びロケットの打ち上げ施設

種子島宇宙センターに、レンジコントロール糸及びレーダテレメ

ータ糸の施設設備並びにH,-Ⅱロケット打ち上げ射点施設設備を整

備する。

また、科学衛星及びMロケットの打ち上げ施設として、宇宙科学

研究所鹿児島宇宙空間観測所内の既設の諸施設を整備する。

一間岳

3.人工衛星の追跡等に必要な施設

静止気象衛星4号(GMS-4)、科学衛星等の追跡等を行うこ

とを目標に、追跡施設等を整備するとともに、 H-Ⅱロケットによ

る複数衛星の同時打ち上げ等に対処するための宇宙運用・データシ

ステム(SODS)を整備する。また、追跡ネットワークの中枢施設

となり、衛星の運用管理及びデータ取得の業務のうち一元的に実施

することが適当と認められる業務を行うための施設を筑波宇宙セン

ターに整備するとともに、レーザー光を利用する追跡管制方式の研

究を行う。

さ引こ、科学衛星のデータ取得、制御等に必要な施設を整備する。

雪間隅王



●

●

Ⅸ その他の施策

1.研究開発能力の強化

国立試験研究機関等を強化拡充し、その研究の促進を図るととも

に、これらの研究と宇宙開発事業団の行う開発との有機的結合を図

るため、同事業団の研究開発業務を強化し’、その向上を図る。

2.国際協力の推進

科学、観測、宇宙実験、宇宙ステーション等の各分野の開発計画

に沿い、先進国、開発途上国等との国際協力を推進するほか、宇宙

分野に封する日米常設幹部連絡会議(轡SしG)、仏独加褒等との科

学技術合同萎貴会、日本・欧州宇宙機関(ESA)行政官会議、国

連宇宙空間平和利用委員会における活動、海外の宇宙開発関係番の

招へい、米国等諸外国との情報交換を行うためのデータべ車スの整

備等により、宇宙開発の分野に勘する国際協力の強化、推進を図る。

3.宇宙関係条約関連措置

「宇宙物体により引き起こされる損害にっいての国際的責任に関

する条約」等の宇宙関係条約の実施が円滑に遂行されるよう必要な

措瞳をとる。

ー19葛

4.普及啓発活動の強化

我が国の宇宙開発活動の成果の普及を図り、その利用を促進する

とともに、宇宙開発に対する国民の理解と協力を得るため、宇宙開

発全般にわたり、総合的な普及啓発活動の強化を図る。

5.宇宙技術者の養成

宇宙関係技術者の資質向上を図るため、関係機関の職員を海外の

大学、研究機関、行政機関等に派遣する。

6.宇宙開発推進基盤の整備

我が国の人工衛星の打ち上げ等を円滑に実施するため、種子島風

辺漁業対策事業の助成等を行う。
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Ⅹ 予 算

昭和63年度における人工衛星、ロケット等の開発、施設の整備、

特別研究等の推進に必要な宇宙関係予算は、次表のとおりである。
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昭和 63 年度宇宙関係 政府予算薬総措∴荻

● ● 

省 庁 

昭和 62年度予筋獄 

宇宙開発関係 
* 

草 子
圭 瀧 

合評 ⑮94,190 

● 

科学技術庁 
㊨)94,19、0 .94,5棚 

- 

箇 察 庁 ー 
148 

94,5棚 148 

文 部 省 

一・〇----●へ-一一, ㊥∴』848 6,279 

⑯4.079 

5545 

⑱11,927 

通商産業省 8,297 

l 

11,825 8.2g7 

運 輸 省 
1i圭 ◆事 

⑱580 q.猫9 ㊥l11 724 

3,500 2738 

郵 政 省 
他)∴∴t千手 

砧7 

l 266 2 

建∴∴諜∴ 省 

ヽ

●.「i- 

2 

自 治 省 ー 
121

12l 

総 計 

⑱102,728 113,103 

⑮ 掴79 ⑯106,807 

8・821 121,924 

*手鞠運経費(字醐発委員会が行う見積りの範囲外のもの)についても、

注(1)掲示金額は、各項目についてそれぞれ四捨五入により百万円

柱(2)脚62年度予鰯は、当初予算紙である。

ー22輸

⑮:国揮債務負担行為限度額

(単位:百万日) 昭和63隼度政府予算案 

宇宙開発関係 
* 宇宙閑適 

ラ†、 

A
三.、 

㊥102,604 98,470 

- 
合∴∴∴∴計 ⑱102,604 

98470 

⑮ 9,105 

382 
l 382 

⑮∴上386 

⑱10,491 19,790 ⑮9,001 14,089 

13,364 
6 427 

㊥9,001 14,089 ⑯l,583 
l 冊)∴∴126 ⑱ 上709 

3,089 
2.642 

⑮ 919 

532 2,購7 

⑮ 919 

ー 
2 

2 

- 
l19 

119 

⑮123,212 
㊥1声12 ㊥124,724 

129,543 
12,278 

141.781 

参考のため掲示した。

単位に轄理したため、総計と各軸の合計は必ずしも一致しない。
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\昭和6 3年度宇宙棚発関係政府予算案

⑱:国庫債務負担行為限度額

省庁抱当機脚 

研歯間 

◆ 

挿 頭

昭棚2年度昭和63年度 かモー予鈴∴頒l政府予算案 

科 学 技 術 庁 

児発馬 科学技術 駁興局 

千鶴開発薬民会に必喪な艦齢 一般行政に必要な艦齢 科学技術薄の資質同上に必要な 

55 56 

33 35 

4l 41 

艦載 稲子島周辺漁業対館雑業に必茨を 400 400 

経鵡 

小 計 529 532 

一般行政に必要な艦齢 」I十■′-つ 

4 4 

技術研究新 字￣脚 
航空千田技術研究所に必要な縫艶 等 義士●′・÷章 

㊥1弱 l,387 ⑭147 1,399 

幽)発 蒔薬園 

宇宙脚発辞紫団出資及び助舶こ 

⑲94,035 92,648 政府出資金 ⑲94,035 83,846 政府補助金 8,802 

㊥102,457 96,粥4 政府出資金 ⑲102,457 87,563 政楯補助金 8,971 

必欝を経費 

日本原子力 研究所 

放射線利用研究蹄 

放射線ハイ テク研究 ⑲5,803 2,313 

紆 

㊥94,190 94,569 
の内数 ㊥102章604 98470 ′ 

-24-

省庁 文 部 省 

担当職開 幕 項 
制

度 予算額 

帆町 政府予算案 ⑮9,105 13364 

宇宙科学 特別事業約二必要な経欝 ㊥7,848 

6,279 
研究所 

計 1魂 

㊥7,848 

6,279、 

タ ⑬9,105 

通 商 座 機械傭轍 産業局 工業技術院 

無人宇宙実験システムの研究 

1,720 

⑭9,001 

3,856 

開発 資源遠隔探査技術の研究開発等 3,052 

8,627 ㊥9,001 12,483 

小

計 大型工業技術研究開発に必要な 

4,772 

3,482 1,弱7 

業 
経鞍等 試験研究所の特別研究手釣こ必要な 43 49 

省 

経費 

小 計 3,525 
菓 

許 運輸、ノー 

8,297 

⑱ 9,001 

.. 輸 省 

政簾局 種子航法 研究所 」と千 

運輸技術の研究駒発に必要な経費 霹子航法研究所に必要な濃艶等 

′- 

0 55 

255 128 

別 家 庁 静止気象衛星業務に必要な経欝 ㊨)580 

3245 

⑬1,583 

汁 滴舌

と書、、 

) ㊥580 3,500 

㊨1,583 

郵 政 省 

拙僧政熊局 寵波研究所 

穏気通信監理に必要な應鵡 宇宙通信技術の研究開発に必要な 艦載等 

5 
_」1 

⑬111 
452 

⑲ 919 

491 

計 ⑮ 111 ⑪ 919 

合 計 
457 ㊥102,728 113,103 

532 ⑲123,212 129,543 ー 
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車l

(参考) l即日6 3年度芋矧射通政府予算案

⑮:国雄債務負担行為限度額

(叩位 言で￣二重’ 

● ● 

省庁 担当機関 部 項 
Il銅山62年度 予算∴繊 =蹄購3年度 政府予算菜 

鱒 察 庁 

通 信 局 轡察通信に必要な経艶 148 382 

計 

1佃 ⑱4,079 5,545 

382 

文 部 省 

宇宙科学 

研究所 

特別事業勘こ必要な経費 ⑮1,386 

吊2了 

許 衝)4,079 

5,545 ⑱l,386 6,427 

運 輸 省 

海上保安庁 水路業務運削こ必要な経費 

357 125 

気 象 庁 

静止気象術思業務に必要な経費 一般観測予報業務に必要な経費 

2,127 

⑮126 

2,260 

79 83 

高層気象観測業務に必要な経費 175 174 

小 計 
2,381 

㊨上126 
2,517 

許 
2,738 

㈲音∴l描 
2.642 

郵 政 省 

大陸官房 通信政策局 

通信術尻別川の通用実験に必要な 0 373 

経費 璃気通信監勘こ必要な経費 3 3 

通信・放送締盟機構出資に必要な 0 2,000 

経費 

小 計 3 2,003 

電波研究所 宇宙通信技術の研究開発に必要な 263 291 

経費等 

計 266 2,667 

省庁 担当機関 却∴∴∴∴頓 
昭和61年度 予算∴彿 昭和62牢度 政府予算紫 

建 設 省 

国土地理院 測地基準点測勘こ必要な経費 2 2 

許 
2 2 

自 海 防 庁 通信術展施設等の維持腎臓即こ必要 

121 121 

119 

治 省 

な経費等 

許 
119 

合 計 
⑱4,079 

8.821 ㊥1,512 12,238 


